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令和４年度 データ利活用のための有識者協議会について

 水産庁は、令和３年度末に、データの提供・利用を行う際に、当事者間で適切な取決めをしておくことを推奨す
る「水産分野におけるデータ利活用ガイドライン」を公表。

 令和４年度は、このガイドラインの普及啓発に向けた概要版の作成に取り組むとともに、プラットフォーム（PF）を
通じてデータの流通を行うケースを想定した場合での、ガイドラインを策定するため、有識者による検討会を実施。

1

開催回 時期 想定される内容

第1回 令和４年８月30日 • 有識者協議会における開催要項
• 前年度検討結果の振り返りと今年度の進め方、スケジュール

等の確認
• 第1回協議会における検討課題 等

第2回 令和４年10月14日 • 各論点の検討
• ガイドライン、標準化等に関する議論 等

第3回 令和４年11月～12月 • 最終とりまとめ 等

＜令和４年度検討スケジュール＞

◎宮下 和士 北海道大学 教授
和泉 雅博 日本事務器株式会社 バーチカルソリューション企画部 シニアマーケッター
松本 浩文 国立研究開発法人 水産研究・教育機構 水産大学校 准教授
寺澤 幸裕 モリソン･フォースター法律事務所 弁護士
渡慶次 力 福井県立大学 准教授
三浦 秀樹 全国漁業協同組合連合会 常務理事
佐野 稔 北海道立総合研究機構 栽培水産試験場 調査研究部長

農林水産省 食料産業局 知的財産課
水産庁 漁政部 企画課
水産庁 増殖推進部 研究指導課
国立研究開発法人 水産研究・教育機構
一般社団法人 漁業情報サービスセンター

委員（◎主査） オブザーバー

株式会社NTTデータ経営研究所

事務局
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令和４年度 の主な検討内容について

① 令和４年度は、令和3年度公
開のガイドラインについて、現場で
も理解しやすい概要版を作成。

② PF（プラットフォーム）を利用
したデータ提供関係において、デー
タを安心して提供・利用するために
必要な取決めを検討し、ガイドライ
ン化する。
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プラットフォームの一例（スマートブイネットワーク）

 民間で導入したＩＣＴブイや、地方自治体・試験研究機関等が保有する観測ブイ等から得られた海洋環境データを、
水産庁に提供してもらい、利用を希望する者にAPIで提供する仕組み。（試験稼働中）

 それぞれの場面で必要となる「取決め」については、現在策定中。
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